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１．これまでの取組（普及活動等）

 日本鋳造協会では素形材産業取引ガイドライン、自主行動計画、型取引の適正化
推進協議会報告書についての説明会（経済産業省素形材産業室からの説明を含
め）の開催ならびに協会内の各種会合において、各社の取引適正化の取組状況に
ついて、情報交換会を2020年度は4委員会 計12回実施した。

 「価格決定方法の適正化」では、ユーザー企業と労務費上昇分の転嫁交渉の際、
参考資料として労務費シミュレーションソフトを作成し、会員企業から収集した
成功事例と併せて提供し協会ならびに組合主催で５回説明会を開催した。

 協会お知らせメールにて各種取引適正化の参考資料・通達の配信や、協会ホーム
ページに取引適正化関連リンク（未来志向型取引慣行に向けて（世耕プラン）、
型の適正化推進協議会報告書、取引ガイドライン、自主行動計画、下請代金法、
下請振興法、独禁法等掲載）を掲載、適宜リバイスの上、会員企業に積極的な活
用を推進。

 今年度新型コロナウイルス影響調査を2回実施し、200社を超える会員企業の取引
適正化の取組について確認し、各社に調査結果をフィードバックし、協会機関紙
「鋳造ジャーナル」に報告している。
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参考１ 十分協議の上反映できた原価低減活動の効果について 参考２ 最低賃金や人手不足を理由とした労務費の変動について

参考３ 受注側の保管費用の負担の改善状況について 参考４ 保管期間を過ぎた型の返却や廃棄の促進について

【参考】 改善状況過去推移
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重点課題に対する取り組み③ 下請代金支払の適正化の実施状況

図9 下請代金を手形等で支払われている割合について
（ｎ＝149）

図10 下請代金の支払いの手形等のサイトについて
（ｎ＝137）

下請代金の支払いについて、手形等の割合およびサイトについて（図9、図10）

【分析結果】
 下請代金の支払いについて、11.4％の企業が全て現金払いで他88.6％は手形等の取引が存在している。
 この88.6%を占める手形支払のサイトについて、自主行動計画に記載された、「将来的に60日を目標」を達成している割合は

5.8％のみ。90日以内（含む30日以内）が28.4%で、90日超～120日（含む超）の長期の手形サイトによる取引は71.5％と
なっている

 昨年度は、60日以内9.1％、90日以内（含む30日以内）33.3％、120日（含む超）は66.7％であったことから、長期のサイ
トが長期化（悪化）している。
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参考5 下請代金を手形等で支払われている割合について

参考6 下請代金の支払いの手形等のサイトについて

【参考】 下請代金支払状況過去推移
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５．まとめ（今後の取組、目標）

【今後の取組】
 取引適正化の取組について、引き続き各種会合において情報交換を実施し取組・
成功事例を共有し適正取引を推進していく。2021年度は3委員会・年4回の計12
回実施予定。

 「型の適正化推進協議会報告書」や今後策定予定の「約束手形をはじめとする支
払条件の改善に向けた検討会報告書」、手形新通達の周知徹底を図り取引適正化
への積極的な活用を推進する。

 会員企業のパートナーシップ構築宣言企業を増やし、発注側サイドでの取引適正
化を推進する。

 「鋳物用貸与模型の取り扱いに関する覚書」（平成20年策定）を型の適正化推進
協議会報告書・覚書の内容を盛り込んだ改訂版を作成・公表予定。完成次第積極
的な活用を推進する。

【目標】
・来年度の自主行動計画フォローアップ調査において、本年度3割程度改善であった
「労務費上昇分の転嫁」ならびに「型の保管料負担」を５割超へ、また手形サイ
ト120日以内（超含む）7割超を全て60日以内へ改善する。
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